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Abstract
二十世紀初中国長江下游地区教育界國狢研究
　　　対江亦学劣恵会組娯図努的初歩考察
高　田　幸　男
　　江菰教育忌会是在江弥省推劫辛亥革命的主要社団之一。官作力江芳唯一的大
江南北統一的机杓，対江芳的辛亥革命友揮了非常重要的作用。江券教育忌会的前
身是1905年成立的江芳学各恵会，忌会在其友起的同吋，就升始与江弥各地教育
界相朕系，推劫各地姐娯学会，旨在把全省教育界打成一片，作力“合群”的帷形。
　　但実隊上，淘通全省教育界井不那広順利，官因力不得不面対各和各祥的社会
沖突。例如，地方群余焼鍛学校、阻抗姐銀学会，地方官和学会之同、地方教育界
内部有吋友生沖突等等。一般杁力清末殿学是人民群傘対干以巣学力借口的勒税遡i
行抵抗而友生的。但江芳学各忌会成立前后，有些殿学井不是群余，而是保守士坤
力了保持枚益造成的。在地方巣学、組銀学会的せ程中新旧精英之同唯免友生激烈
的政治斗争。
　　江亦学各忌会一面要求各地学会一定用公決、公挙等方法取得教育界的共枳，
使之作力“坪以之机美”与地方官、学各公所合作；一面向地方官解経俣会，尽量
避i免沖突。対各地釧紛，忌会本身在与字芳学勢姐亦凋下，派員洋査，尽力乗公赴
理，扱力向各方面樹立起官坤合作的模萢。遠祥，恵会和地方教育，界慎重地建立美
系，在共枳和切凋路銭下，都助新派精英在地方社会掌握一定的主劫板，逐漸組銀
起教育界國狢。
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一江蘇学務総会によるネットワーク構築の初歩的考察
高　田　幸　男
1．　はじめに
　江蘇学務総会は1905年に結成された江蘇省教育関係者の全省的組織である。翌年，同会は清朝の
「教育会章程」（章程は規則の意）頒布にともない江蘇教育総会に改組・改称し，江蘇省における近代
教育の導入・普及を推進した。1911年の辛亥革命においては，「江蘇唯一の長江南北を統一する機関」
（黄炎培）1）として，江蘇省における革命の展開に大きな影響を与えた。江蘇学務・教育総会（以下，
総会と略称）が政治的にも大きな影響力を持ったのは，一つにはすでに指摘したように，その指導者
たちが張審をはじめとする有力地域エリートであり，彼らが総会の活動を狭義の教育に限定せず，結
成当初から広く地方自治・立憲改革や産業振興と関連づけてきたためである2）。だが，黄炎培が指摘
するように，総会が他の立憲派諸団体にはない省内各地との稠密なネットワークを持っていたこと
も，見逃すことはできない。
　清末のいわゆる「学会」（政治・学術結社）・教育会のネットワーク構築については，すでに小林宏
己氏の論考がある。小林氏は，郷紳層の「下からの」教育会設立に対し，1906年以降，清朝が「上
からの」掌握をはかったこと，張審ら立憲派が江蘇教育総会による教育会の掌握を通じ，郷紳層全般
への主導権を確立したことなどを指摘し，その上で，辛亥革命時には総会が「革命投機」をおこない，
地方の旧権力の温存に一役買ったとしている3）。これに対し筆者は，〈革命派対立憲派〉という対立
構図から離れ，長江下流域各地の学会・教育会の実態の再検討を通じて，特に江蘇省において，
1906年以降の教育会にも清朝が公布した「教育会章程」にはない組織改変が見られこと，江蘇学務
総会は結成当初から地方自治・立憲運動の一環として位置づけられていたが，その一方で，各地に頻
発していた地域間対立に対処し省単位で地域エリートを結集しようとするものでもあったことなど
を，明らかにしてきた4）。
　本稿では，さらに一歩進め，総会が結成当初，各地エリートとどのような関係にあり，どのように
してネットワークを構築していったのかを考察することにしたい。
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　使用する史料は，主として『江蘇学務総会文憤』（以下，『文順』）である。これは当時総会と各方
面との問に交わされた文書を編纂したものであるが，その多くは，総会や地方教育界をめぐる紛争に
関するもので，各地の地方官・エリートとの生々しいやりとりが多く掲載されている5）。もちろん，
恣意的編纂の可能性も否定はできず，事実関係の確認という点においては検討の余地があるが，紛争
に対する総会の姿勢は明確に示されており，また，それこそが『文順』出版の目的の一つでもあった
といえる。
2．江蘇省における学会の叢生と学務総会の結成
　清末の学会のうち，教育振興を主たる活動とする学会は，戊戌変法期以降，特に1902年の中国教
育会の結成以後，江蘇省各地に叢生する。江蘇学務総会が結成された1905年末までに，少なくとも7
府州県（江寧府，揚州府，通州，上海県，金壇県，太倉州，宝山県）において，このような学会が結
成されていた6）。
　一方，江蘇学務総会は，教育関係者の相互交流・公益，教育に関する研究・調査，および教育行政
の補完を目的とし，1905年10月に発起され，各地教育界に総会への参加が呼びかけられた。総会
は，当初から単なる任意加入の教育団体ではなく，各地学会・教育界の統括団体として構想されてお
り，会員が任意加入の「志願会員」と，各府庁州県から公選される「代表人」（その有資格者には，
教育関係者，地方学会会長のほか，現時点で教育に関与していない地域エリートも含まれる）とから
構成されるほか，役職も各府・直隷州単位で選出される「評議員」（意思決定機関である評議員会を
構成）や庁州県ごとの「会董」（現地責任者で評議員会の議決に対する否決権を持つ）が設けられて
いた。このように，総会の設立は各地学会の叢生を背景にし，またそれを前提に組織を規定してい
た。それだけでなく，総会指導部には，新政改革にともなう省・地方の地域的利害の衝突に対処し，
さらには学会の組織を議会のモデルとし，地方自治・立憲制の足がかりにしようという意図があっ
た7）。
　さて総会結成に先行した上記7府州県のうち，江寧府は両江総督の駐在する政治・文化の中心，
揚州は塩商人で有名な商業都市で，上海はいうまでもなく中国最大の貿易都市で近代教育思想の流入
口でもある。宝山県は上海県に隣接し，太倉州は宝山県を管轄する直隷州で，通州は長江を挟んで太
倉州の対岸にある。これらの地域は，近代教育の導入も早く，学会結成の気運が早くから高まってい
たといえる。これに加えて，通州は総会初代総理（のち会長と改称）張審の郷里，宝山は同じく総会
指導者衰希濤の郷里であり，これら学会叢生の現象自体，単なる地理的条件だけでなく，総会を結成
していく開明的エリートとの人的関係を検討する必要があるだろう。
　ただ，既存の個人的ネットワークには当然限界があり，結成の時点では，そのネットワークは決し
て広汎に張りめぐらされたものではなかった。総会指導部は，各庁州県の教育界に，代表人各2名
以上を結成大会へ派遣するよう呼びかけたが，結局大会開催までに代表人はそろわず，大会におい
て，未選出地区に近隣地区から働きかけることが提議されている8）。会員統計を見ても，結成から半
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年以上経った段階で，会員232人中，いわゆる「寧属」は江寧府15人，揚州府20人，潅安府10人，徐
州府9人，海州4人，通州9人，海門庁4人の計71人なのに対し，「蘇属」は蘇州府43人，松江府40
人，常州府37人，鎮江府10人，太倉州31人の計161人で，蘇属に偏重している。さらに会員がいない
庁州県は蘇属38庁州県のうち3庁県であるのに対し，寧属では37庁州県中12州県（江寧駐防を含む）
にのぼり，特に徐州府では8州県中，5州県となっており，寧属の中でも偏差が大きかった9）。総会
を実体のある全省教育界の統括組織とするためには，そのような「空白地域」への総会側の働きかけ
が必要だったのである。
3．同郷関係による地方学会の結成
　総会による地方学会結成の働きかけについては，『文績』初編の中にもいくつかの事例が見いだせ
る。
　たとえば鎮江府丹陽県は，蘇属ではあるが閉鎖的な風土で，総会結成当時，学会はまだなかったた
め，総会指導メソバーの1人で同県出身の馬良が，丹陽の代表として総会結成大会に出席してい
る。これに触発されて，翌年鎮江学会が結成され，さらに丹陽でも有志が丹陽学会を結成し，会長に
馬良を公選している。馬良が丹陽代表になったのは自薦のようで，それが郷里を奮起させたものと思
われる10）。
　また揚州学会は，南京在住の揚州人が発起し，揚州に学会が結成されたのちも，南京に「機関部」
を置いている。発起人と総会との関係は必ずしも明確ではないが，少なくとも南京における学会結成
に触発されたことは確かであろう。ちなみに揚州学会では，この機関部の職員で学会代表人の資格に
合致する者は代表人と見なされ，南京在住の会員も郷里揚州の会員と同等の権利を持っていて，日本
在住の職員・会員もこれに準拠し，それだけでなく，国内遊学者が学会を設立した場合「分部」に認
定し，その会員を「分部会員」とし，また揚州に在住する「客籍」（本籍が他地にある者）の紳商で
学会の趣旨に賛同した者も「名誉会員」とし，ともに一定の権利を認めている11）。
　このように総会メンバーの直接的な同郷関係，ないし総会の影響の強い地域からの同郷ネットワー
クで学会結成が促されていったことがうかがえる。だが総会は叢生する学会を必ずしも把握できてお
らず，また学会結成に際し紛争が発生し，地方学会の側から総会に救援を求めてくるケースも多かっ
た。以下，それらの紛争について見ていくことにしよう。
4．「本地人主義」による紛争
　前述のように，総会は学会を地方自治の一環ととらえており，それが諸改革にともなう地域間利害
対立と相まって，各地学会に，会員を現地在住の「本地人」（本籍が現地にある者，これに対し「客
籍」の老を「外地人」という）に限定する「本地人主義」ともいうべき過度の地域主義的傾向を生み
だした。それは，「外地人」の地方官による「官治」に対し，「本地人」による自治を対置するという
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点において積極的な意味を持ったが，ともすれば「外地人」全般に対する排斥に陥る危険性があっ
た12）。
　事実，総会結成当時の南京では，江蘇籍学生が，他省出身の学生が「学額」（学校定員）の多数を
占めていることに反発して抗議・請願をおこない，1905年12月には，各学校で一斉ストライキをす
る事態に発展していた。これに対し総会は，すでに指摘したように，「学額」の改正を働きかける一
方，学生を説得してストを中止させ，あわせてストが総会の指示によるものだとする噂の否定に努め
ている13）。
　このような状況下で，地方によっては，「本地人」による管理を厳密に規定する動きが生じている。
たとえば南京を擁する江寧府学務公所は，江寧府学堂（清末，学校は学堂とよばれた），元寧県学堂
（上元・江寧両県の共立）は同学務公所が紳士から推挙した堂長（校長）・教務長が一切を管理し，弛
緩を避けるため江南高等監督の統制は受けないと規定し，その他の公立学堂も創立者が江寧人以外で
あっても同公所が監督するとして，「本地人」による監督を明記している。そしてさらに，府学堂に
は他府学生の定員を，各県の学堂も他県学生の定員を，それぞれ別枠で若干名設置し，元寧県学堂で
はさらに上元・江寧両県の定員も明確に区分し，いずれも各府間，各県間で定員の交換を取り決める
こととしている。蘇属と客籍，江寧府と他府，さらに各県相互を峻別し，トラブルを防止しようとい
うのである14）。ここには，「本地人」による管理への志向と同時に，科挙体制に根ざしたエリート特
有の「学額」への執着を見いだすことができよう。
　このような「本地人主義」に対する総会の態度は微妙である。「本地人」意識は，地域エリートの
自治意識の源泉でもあり，しかもそのような措置が「公決」（合議による議決）という手段により得
られた彼らのコソセソサスに基づくものであるならば，一定程度尊重せざるを得ないであろう。だ
が，学会を議会のモデルとして地方自治を積み上げ，立憲国家を目指す立場からすれば，過度の地域
主義は地域対立を激化させ，国家再統合の障害となる。
　r文順』初編は，前述の揚州学会の章程を，「揚州府の学会は章程が最も完備されており，故に全文
採録する」と高く評価している15）。また上海学務公会の章程も，揚州学会同様，「客籍」の教育関係
者を「賛助会員」と，他地へ出仕・遊学している者を「通信会員」としてそれぞれ一定の権利を付与
しており，『文腰』はコメントすらないものの同様に全文を掲載している16）。商業都市で各地との往
来が活発な揚州・上海において「客籍」商人は無視できない存在であり，このような規定は必要不可
欠だったが，総会はこれらを範とすることで，地域主義の行き過ぎを抑制しようとしたものと考えら
れる。事実，「徐州学会章程」の第1条「本会は徐州に設置し，地名にちなみ命名するが，省府県の
境界で分けることはしない」という規定に対し，「この一条は他地と異なる，以下は省略する」と，
特にその条項のみを掲載しているのである17）。
5．「本地人」エリート内部の衝突
だが『文憤』で最も目につくのは，むしろ「本地人」エリート同士の衝突である。特に閉鎖的な地
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域社会において発生した衝突について，その真相や原因をさぐることは困難であり，個人的な権力欲
や怨恨，さらには長年にわたる宗族間の確執など，さまざまな要因が考えられる。だが直接教育事業
に関わる主要な争点として，1近代教育の導入そのものに対する抵抗，2教育事業の運営方法をめぐ
る対立，3教育事業の財源をめぐる対立，の3点が上げられるであろう。ただ第3の教育事業の財源
をめぐる対立は，多くの場合第1，第2の問題と無関係ではなく，それらの対立が財源をめぐって激
化しているといえる。そこで以下，第1，第2の問題に即して各事例を見ることにしよう。
　まず第1の近代教育導入への抵抗は，おもに科挙体制の下で一定の特権を享受してきた有力エ
リートや旧式学校の学生による。激烈な対立が生じたものとしては，たとえば潅安府桃源県の事例が
ある。
　桃源では，学董（学校理事）の葛龍田と田建領が総会からの結成大会の通知を隠匿し，代表者の
総会派遣を阻止し，大会後に学会結成の動きが起きるとこれに対してもさまざまな手段で妨害しよう
とした。一方，有志が作成した学会章程には総会章程と比べ，会董（会理事）公選の規定や会費納入
の規定がなく，指導・調査のため総会は桃源出身の評議員張相文を派遣した。ところが張による学会
勢力の扶植を恐れる葛らは学生を煽動して妨害しようとし，それが失敗すると無頼に張を襲撃させよ
うとし，張が難を逃れて桃源を去ると，学会メソバーを「私腹を肥やしている」，「〔学会の〕会董は
みな安清会友である」などと府県に誕告したという。張の報告を受けた総会は，張自身が桃源人で葛
らと敵対関係にあるため，公正を期して両江学務処に調査を要請し，学堂責任者を学会による公選と
するよう要請する。学務処は，総会が提起した知県（県知事）監督の下で，学会が公選する方法を
「泰西〔ヨーロッパ〕の推挙の法」として高く評価し，各州県にこれを実施するよう指示し，あわせ
て新たに着任した桃源知県に紛争の真相究明を指示している18）。
　また太倉州崇明県では，元々科挙のための基金だった賓興・公車両款を県学堂の校舎新築に使おう
としたところ，賓興董事（賓興款の理事）の施論孫らが反対し，やはりさまざまな手段でこれを妨害
している。さらに教育普及の責任者であるはずの崇明学務公所総理，「巨紳」漏諦清が背後で妨害を
し，ついには人をそそのかして公所職員王樹聲らを謳告させており，その後も妨害事件が頻発し，焼
き討ち事件まで発生している19）。これなども，報告を見る限り，自身の権益を脅かす近代教育に対
する保守的なエリートの拒否反応といえる。
　さらに揚州府東台県でも，公車・賓興款や三賢書院の財源をめぐって紛争が生じている。東台学会
が，教員不足を解消するため，これらの財源を充当して初級師範学堂を創立することを議決したとこ
ろ，生員の挑樹勲らが書院の膏奨（奨学金）に執着して抵抗し，ついに米騒動を機に「殿学」（学校
打ち壊し）暴動に発展する。学会側は，米価騰貴と学堂は無関係なこと，暴徒が組織的に学堂と学会
総理宅のみを焼き討ちしていることなどから，これを泰興や石荘の郷民による暴動とは異なる計画的
な暴動と見て，真相の究明と首謀者の厳罰により事件の波及を防ぎ，損害賠償により新政改革に従事
する者を鼓舞するよう，総会を通じて学務処へ訴えている20）。
　当時，江蘇省に限らず各地で殿学暴動が頻発しているが，これらは学校新設等にともなう新税徴収
に反対する民衆暴動と見なされてきた21）。だが，『文腰』を見る限り，崇明や東台のように，単なる
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民衆暴動ではなく，背後に煽動した勢力を示唆する事例が目につく。これら暴動には，新旧エリート
の権力闘争という側面があるのである。
　次に第2の教育事業の運営方法をめぐる対立であるが，まず海門直隷庁の事例が上げられる。海
門では総会総理張答が名指しで批判され，張は「外地人」として居住して，いかに海門の公益に尽く
してきたか，縷々反駁している。張審の事業に反発する勢力が郷里海門にもいたのである。海門では
さらに，顧中一らが「民立師範」を創立しようとして教育界その他と衝突し，官紳から認められない
と見るや，張春を誹諺した王徒與らと糾合して学会，ついで軍国民教育社を結成し，混乱を巻き起こ
している。総会は，民立ならば地方官の監督や紳との協議は不要とする彼らの主張を批判し，官紳の
協調と学会の「評議の地位」とを強調している22）。
　すでに見た桃源県の事例で，総会は桃源学会に職員の公選と会費納入規定の欠如を問題視し，指導
のため評議員を派遣している。同様に，鎮江府漂陽県の深陽学会の設立申請に対しても，総会は，申
請書に「すでに学会章程がなく，さらに会員姓名もない」として，中請書で「代表」に指名されてい
る秋楚卿や漂陽知県に問い合わせ，同学会を一部エリートによる実体のない「営私植党」と断定し，
同知県に「教育会章程」に基づいて調査・処罰するよう要請している23）。
　総会は，学会が地方教育界の総意の下に結成され，職員の公選，議決による意思決定を通じて教育
界全体の意思決定機関として機能することを求め，また「評議機関」として官に対する自律性を確保
するため，会費制を求めているのである24）。
　第2の運営方法と財源問題が結びついた事例としては，たとえば，揚州府甘泉県仙女鎮で，米麓
（米に課した通過税）の3割を教育経費に充てようとして起きた衝突がある。この事件で揚州学会は
現地に調査員を派遣し，米麓充当推進派の凌関が教育界で声望があり，鎮会で理事長に公選されたほ
か，揚州学会でも会董に公選されており，また同鎮が徴収した税を同鎮の学堂に充当することに問題
はないとし，一方，反対派の張朝梁は鎮会で公選された職員ではなく，「甘泉十三郷米商の公選で仙
〔女〕鎮学堂弁理にとなった」と自称していたが，実際には孫姓の米商の弟が追随していただけだっ
たことなどを指摘し，推進派に理があると結論している。総会はこの裁定に対し，法律に基づき，
「文明の進歩，自治の基礎が均しくあり」，「双方とも均しく法の下に服するだろう」と高く評価して
いる25）。
　この仙女鎮にしても前述の漂陽にしても，地域エリートが「自主的に」結成したとされる学会の実
態を，総会はおろか，前者では府学会ですら把握しておらず，問題が露見してから調査に乗り出して
いる。ただ，その処理方法としては，禍根を断ち，教育界全体の組織化に資するよう，まず極力公正
に事実関係を調査し，公選，公決といった手続きにより学会全体の意思が反映されたものか否かを基
準に，判断を下している。
　さらに総会指導部にとって大きな問題となったのが，次の常州府の事例である。
　『文腰』初編には，常州府城内のいくつかの学校内で発生した紛争に関する要請文が掲載されてい
るが，その一つに粋化女学をめぐる紛争がある。常州でも近代教育の普及にともない女子の就学希望
者が増加してきたが，城内に小学レベルの争存公立女学しかなかったため，年長者は蘇州・上海・南
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京・無錫等に行かざるを得ず，女子教育の普及の障害になっていた。そこで有志が設立したのが粋化
女学だったが，両江学務処からは設立を認可する旨の回答を得たのに対し，江蘇学務処では認可され
ず，そのため入学辞退者が続出してしまったという。城内5学堂は，この事態は総会協理で常州府
学務公所総理でもある揮祖祁が江蘇巡撫に働きかけた結果で，憧が自ら総理を務める常州商会におい
ても女子教育を批判していたとして，総会に公平な評議を求めている26）。
　さらに憧祖祁に関しては，武陽（武進・陽湖）両県共立の武陽師範伝習所からも批判が噴出する。
すなわち，布業半日学堂の干定一が江蘇学務処に，武陽公学と同伝習所でそれぞれ退学騒ぎと，学
生・教員の衝突によるストが起きたと報告したため，両校の総理（校長）が交代することになり，同
伝習所の学生が事実無根として反発したのである。学生らは，干が渾祖祁門下でその権勢を借りて横
暴にふるまっていると批判し，また伝習所稽査員（査察員）だった荘菖夫・伯愈父子が伝習所と武陽
公学で専横をふるって辞職に追い込まれ，学務公所に走って報復しようとしているとし，荘らが地方
の公益を顧みず，師範教育に力を入れないため，「常州は府城でありながら，師範学堂を創立できず，
すでに錫金〔無錫・金置〕両邑に対する顔がない」と批判して，総会に徹底調査を求めている27）。
　これに対し総会は，同伝習所の創立から現在までの費用が5000元の巨額に達しており，授業欠席
者も多いのに，稽査する者がなく，学生が科挙時代の「膏火花紅」のように多額の奨学金を受領して
いることなどを指摘し，「自治できない者が，他人に代治されるのは，天演之公例〔自然の法則〕で
ある」と，学生の一方的な主張を手厳しく批判し，その上で各校で発生している紛争に対しては調査
員を派遣すると回答している28）。
　常州に派遣された調査員白作森は詳細な報告書を総会に提出しており，その総括として，「（常州府
の）教育には統一機関がなく，単独で任務をおこなう場合，難しいのは人〔人選〕である。表向きか
らいえば学務公所および武陽学会という名がないわけではないが，実際には公所は〔府立〕中学の財
源調達局に過ぎず，憧紳〔祖祁〕が一人で経済部を管理していて，教育の事〔教務〕については『謝
して口出しをしない』（原注：揮紳自身の言）。学会はいくつかの学堂が承認しておらず，責任者もな
いまま現在ではほとんど消滅しつつある。そのため，ひとたび事件が教育界に波及すると，相互に激
しく批判し合うことになる」と指摘している29）。そしてこの報告に基づき総会は，渾祖祁の資金調
達により府中学の校舎が完成したことを賞賛し，憧に対する誹諺を批判する一方，「常州府では，経
済権を掌握する者は今まで告示も徴信録〔決算報告〕もなく，疑念から誹諺が生じたのであり，これ
は担当者が改良するのみである」と，揮の専断を碗曲に批判している30）。
　憧祖祁は常州の巨紳で，前述のように総会協理，常州学務公所総理，常州商会総理であるだけでな
く，兄は元漸江巡撫の故憧祖翼で，兄弟とも大官張之洞と懇意な上，総会総理張審が経営する大生紗
廠（紡績工場）の最大の個人株主として同紗廠にも大きな影響力を持っていた31）。そのため，総会
の揮批判はかなり抑制されたものとなっているが，問題の根幹が個人による専断と情報非公開である
ことは，指摘している。さらに『文績』初編は，総会自身の総括を補うかのように，武陽出身のヨー
ロッパ留学生の書簡を掲載する。書簡では，小中学堂の設立における地方紳士の重要性を指摘したの
ち，地方教育事業にふさわしくない紳士が地方教育を立ち後れさせているとし，その一例としで暉祖
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祁の名を挙げ，憧は財権のみを専断しているというが，結局，財権が教務を禦肘し，また財権の利益
を独占しているのだと批判し，憧のような古い世代の「郷先生」は引退すべきであると訴えているの
である32）。
　このように，総会は各地学会・教育界に，公選・公決によるコンセンサスの形成と，その下での教
育事業・教育行政の運営を求めていたが，エリート内部の軋礫も，実は単なる近代教育への無理解に
起因するよりは，そうした議会的な運営のあり方と，メンバーも不明確な少数の有力エリートがとり
しきり，地方公款を管理運用してきた従来のあり方との軋礫であったといえる。それは，有力エリー
トの専断に対する下層エリートの，長老支配に対する新世代の挑戦・参入という側面を持ち，それが
「郷先生」批判となっている。総会自体，揮祖祁の事例のように，「郷先生」的体質と無関係ではなく，
それゆえに『文憤』ではあるべき姿を強調しているのである。
　ちなみに，常州の諸事例では錫金（無錫）への言及が見られる。いずれも常州が無錫を隷下に置く
府城であるのに，女子教育や師範教育において無錫に後れをとっていることを批判している。地域エ
リートの一部が依然近代教育の導入に抵抗する一方，このように地域主義的立場から導入の立ち後れ
を危惧する意見が出ていることにも注目したい33）。
6．官紳間の紛争
　清朝は地域エリートに依拠して教育普及をはかろうとしたが，教育事業の拡大は，やがて広く地域
エリートを結集して，そのコンセソサスの下に地方財源や人材を計画的に活用することを必要とする
ようになる。これが近代的地方教育行政の原点であり，地方自治への突破口でもあった34）。これは
当然，従来の官治，すなわち地方官による地方行政と抵触するものであり，各地で紛争が発生するこ
とになる。
　たとえば，前述の海門民立師範は「民立」を理由に地方官の監督を拒絶して官と対立しているが，
反対に揚州府泰州では，知州（州知事）が学会を「誤解」して紛争が生じている。すなわち，南京で
発起された泰州学会が，おそらく揚州学会に倣って南京に旅寧学会を置き，その総理に凌文淵を選出
したところ，知州は凌が「学会総理」を自称したと誤解し，「一学会を以て行政教育に干渉するのは
共和国である」と学会を解散させようとしたのである35）。これに対し総会は，両江学務処に泰州学
会の維持を要請し，一方で真相を調査して誤解を解き，改めて官紳の協力を訴えている36）。
　だが多くの紛争は地域エリートの内部対立と官紳対立とが結びつき，より複雑な様相を呈してい
る。たとえば，揚州府高郵州では，「権董」（有力な地方董事）が学会の活動を妨害し，学生に「学会
が私党を組んでいる」と謳告させたところ，知州も「〔高郵には〕すでに学務公所があるので，さら
に学会を作る必要はない」と権董を支持している。これに対し総会は，学会の持つ評議機関としての
意義を強調し，知州による調査は前非をかばうところがあるとして，揚州知府が揚州学会を帯同して
調査するよう両江学務処に要請している37）。
　さらに鎮江府金壇県でも，金壇学会と学務総董の湯継瑞とが衝突している。総会鎮江府評議員徐高
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年によれば，湯は学務に暗く，湯が総校・監督を兼任する官立3校の教育に問題があり，そのため
湯は職を辞したが，その後も近親親友を通じて学校改革を阻害し，学堂の経理一切を1人で管理し
て公開せず，学務公所設立の動きが起きると，公所に権力が独占されるのを恐れて妨害し，阻止が困
難と見るや近親親友と公所を掌握し，教育界の一切の事務を把持するにいたったという。だが知県
は，湯の運営は知県の意に添うものとして高く評価して権限をゆだね，逆に学会メンバーに対する謳
告を受け入れて，学会を排除し学務公所に代置させようとした38）。
　総会では，知県と面識のあった総理張審が自ら知県に書簡を送り，学会は立法の一部に位置し，官
の行政を補完するものであって，官に対峙・抵抗するものではなく，学会の決議は官を通して実現さ
れること，行政である公所が学会にとって代わることは立法・行政を一権とするもので認められない
こと，公選では衆人の支持する者が選出されるのであり，知県は選挙を監察すればよいことなどを説
明し，その疑念を解こうとしている39）。これに対し湯らが崇正学会を結成し，これを両江学務処が
職員の公選を条件に認可すると，総会は崇正学会が金壇学会を排除するためのものであるとし，湯に
は非難されるような不行跡はないが，歴代知県と癒着して，教育を理解しないにもかかわらず公選も
経ずに学務総董になっているとし，結社を一律危険視する知県らの見方を批判し，「社会主義」の重
要性を訴えている。ここでいう「社会主義」は組合などの社団組織を通じて多数者の意思を表達する
主義ぐらいの意味で，学会は日本の町村学校組合だとし，入会資格を中西学（中国と西洋の学問）兼
通の者に限定する崇正学会は学術団体であって学会ではないとしている。ただ総会調査員衰希濤は，
一方で金壇学会に対しても，会の細則がない，演説活動がきわめて少ないなどの問題を指摘し，弊害
を防ぐため入会資格を厳しくすべきであると結論している40）。
　結局，総会の報告を受けた両江学務処は以下のように処理した。すなわち，金壇学会が官紳と齪齢
をきたしたと断定し，ただ学会はすでに解散しているとして処分せず，また湯は学務公所総董に留任
させ，さらに補佐役を選任し，知県も随時監督するものとし，学会に関しては，総会の主張する学務
公所・学会の相違には触れず，兼任は不便として分離させた。崇正学会についても，その位置づけは
明確にせぬまま現状を追認しており，別に士紳を集め公選するものとし，実質的には総会の意向を受
け入れた形となっている41）。
　高郵や金壇の事例は，いずれも有力エリートを保守的な地方官が支持したものである。保守的な地
方官にとって，学会の結成とそれによる教育事業の統一管理は，従来の一部有力エリートとの協調関
係を乱し，地方行政に干渉するものとして受け入れがたいものであった。総会は学務処との協調の下
に，学会の「評議の地位」などへの理解を求めたが，総会の目指すところが，「教育立法機関」たる
学会と「教育行政機関」たる学務公所による「自治」と，それを突破口とする全般的地方自治である
以上，地方官の危惧は決して杞憂ではなかった。また金壇では，知県が学会に代わるものとして学務
公所を対抗させている。張審らの構想では議会と内閣のような関係に位置づけられていた学会と学務
公所だが，エリート間の権力闘争の過程で，地方官に近い有力エリートが公所に結集することがしば
しばあったようである42）。高郵の場合，学会は学務処の支持を得られたものの，金壇では学会組織
自体が不充分で学務処に支持されず簡単に解体してしまった。いずれの事例も，地域エリート全体の
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結集には失敗し，その後の学会再建にも手間取っており，ネットワーク構築の難しさを示してい
る43）。
7．　おわりに
　以上，江蘇学務総会結成前後の教育界ネットワークの構築について概観してきた。学会の結成と，
そこに結集した地域エリートによる教育行政の実質的掌握は，従来の地域社会の権力関係の改変をも
たらす「革命的な」変革だった。そのため，地域エリート間，あるいは官紳間に激烈な衝突を引き起
こすこととなった。
　総会は各地学会に，公選，公決によって教育界全体のコンセソサスを得て，「評議機関」として行
政機関である地方官や学務公所と協力するよう求め，有力エリートや地方官との衝突を極力避けよう
とした。各地の紛争に対しては，両江・江蘇両学務処との協調の下で，調査をおこない，公平な処理
をおこなうことで，官紳協力の範を示そうとした。こうして，総会は慎重に地方教育界とのネット
ワークを築き，コンセンサスと協調路線の下，開明的エリートによる地域社会の主導権掌握を進めて
いったのである。
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　1998年）。
3）小林宏己「清末政治と教育会」（『史海』第24・25合併号，1977年）。
4）　拙稿「清末地域社会における教育行政機構の形成一蘇・漸・院三省各庁州県の状況一」（『東洋学報』第75巻
　第1・2合併号，1993年），同「清末江蘇の教育界と地域エリート」（日本上海史研究会『中国近代の国家と社
　会一地域社会・地域エリート・地方行政一』同会，1999年），および同「清末江蘇における地方自治の構築と
　教育会一江蘇教育総会による地域エリートの『改造』一」（『駿台史学』第111号，2001年）。
5）『文憤』については，前掲拙稿「江蘇教育総会の誕生」，pp．2～3を参照のこと。なお本稿では，省レベルの
　総会と対置して，その下の府・直隷州（直轄州）レベル，庁・州・県レベル，城・郷・鎮レベルを「地方」と
　よぶ。
6）前掲拙稿「清末地域社会における教育行政機構の形成」，pp．83～84。
7）　前掲拙稿「江蘇教育総会の誕生」を参照のこと。
8）　「本会開会一覧表」（『江蘇教育総会文膜』三編，江蘇教育総会，1908年），下p．4。
9）「江蘇学務総会会員姓名録」（『江蘇学務総会文順』初編，江蘇学務総会，1906年），姓名録pp．1～6，およ
　び「江蘇省教育総会各庁州県歴年入会人数比較表」（『中国近代教育史資料匪編一教育行政機構及教育団体』，
　上海教育出版社，1993年），pp．353～357。なお当時江蘇省は，江寧布政使（南京駐在）と江蘇布政使（蘇州
　駐在）の所轄地域に基づき南北に大きく二分されており，それぞれ「寧属」，「蘇属」とよばれていた。後述す
　る省教育行政機関の両江学務処，江蘇学務処もそれぞれ南京・蘇州に駐在したが，管轄地域を分割することな
　く並立していたため，しばしば両者の意思不一致で下級機関に混乱が生じた（前掲拙稿「江蘇教育総会の誕生」
　を参照のこと）。省行政の最高責任者も同様に，両江総督（南京駐在，他に安徽・江西両省も管轄）と江蘇巡
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20世紀初頭，中国長江下流域における教育界ネットワークの研究
　撫（蘇州駐在）とが並立し，二重体制となっていた。また，地方レベルの教育行政機構としては，学務公所が
　各地に設立されつつあったが，これは正式な行政機関ではなく，上海などを中心に学会を「教育立法機関」に
　位置づけ，学会の公選・公決に基づいて学務公所が行政をおこなう体制が築かれていった。学務公所は，のち
　清朝政府が公布した「勧学所章程」にしたがって，勧学所に改組されるが，一部の勧学所・教育会は従来の体
　制を維持した（前掲拙稿「清末地域社会における教育行政機構の形成」を参照のこと）。こうした立法機関・
　行政機関の関係は，のちの上海紳商団体による諮議局（省議会の前身）構想にも引き継がれているようである
　（曽田三郎「地方政治の革新と上海の紳商団体」，日本上海史研究会編『上海一重層するネットワークー』，汲
　古書院，2000年，を参照のこと）。
10）　「丹陽学会報告書1（『文順』初編），下p．187。
11）「揚州学会章程」（『文順』初編），下pp．8～10。
12）王朝体制下では原則として，地元との癒着を避けるため地方官はその本籍地以外に派遣された。これを「回
　避制」という。またつけ加えると，彼ら「本地人」エリートの自治はあくまで「外地人」の「官治」に対置さ
　れるもので，「客籍」エリートだけでなく一般庶民も自治の担い手として彼らの眼中になかったと思われる。
13）　前掲拙稿「江蘇教育総会の誕生」，pp．20～22。
14）　「江寧府学務公所意見書」（「文憤』初編），下pp．2～3。
15）前掲「揚州学会章程」，下p．8。ちなみに『文順』では，ほとんどの学会の章程について，表題を掲げるの
　みで本文を省略しており，揚州学会の扱いは異例である。
16）　「上海学務公会草章」（『文憤』初編），下pp．118～121。
17）　「徐州学会章程」（『文順』初編），下p，65。
18）　「桃源評議員張訓導相文報告書」，「致両江学務処沈観察桐論桃源学務書」，および「沈観察桐復書」（以上，
　『文憤』初編），下pp．57～64。なお，文中の「安清会友」は，「安清道友（安慶道友）」，すなわち秘密結社の
　青帯（清帯）である。この点については，郭緒印氏よりご教示を受けた。記して感謝したい。
19）　「崇明会員王樹聲等報告学務情形書」，「王参議清穆復総会書」，「崇明会員王樹聲等二次報告学務情形書」，
　「致崇明県魏大令書」，「致蘇省学務処請筋県維持学務書」，および「再致蘇学務処請厳懲殿学書」（以上，『文積S
　初編），下pp．207～213。
20）　「東台学会意見書」（『文膜』初編），および「夏編修寅官致張殿撰書」，「東台県高等小学及夏紳宅第被殿詳告」
　（『文膜』初編），下pp．43～44，46～51。
21）　たとえば，阿部洋「清末における殿学暴動」（阿部洋「中国近代学校史研究　清末における近代学校制度の
　成立過程　』，福村出版，1993年）など。
22）　「張殿撰審対於海門之請問」，および「致両江学務処論海門学務書」（『文憤』初編），下pp．78～84，
23）　「致蘇省学務処論漂陽顧教諭設立学会書」，および「復漂陽県劉大令書」（『文憤』初編），下pp．205～207。
24）会費制に関しては，あるいは，将来の立憲制施行における納税額による選挙権付与も意識されているかも知
　れない。
25）「揚州学会判決仙鎮争楚興学書」，および「復揚州学会書」（『文順』初編），下pp．14～15。
26）「渓山・正則・冠英・縄正・布業半日各学堂報告粋化女学情形書」（r文腰』初編），下p．144～145。なお
　『文腰』初編は，同文憤末尾に「〔同女学は〕その後，両江学務処の批准を経て認可された」と付記している。
　ちなみに，商会は日本の商工会議所に範を取る商工業老の団体で，教育会，農会とともに，法律で規定された
　公的団体，「法団」として清末民国期の政治・社会に大きな影響力を持った。
????????????「師範伝習所報告朦稟被謳書」（『文憤』初編），下p．145～147。
「復師範伝習所書」（『文績』初編），下pp．148～149。
「調査員白中書作森至常州調査事件清単及報告書」（『文順』初編），下pp．167～168。
「復蘇省学務処書」（『文績』初編），下p．158。
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31）　中井英基『張審と中国近代企業』（北海道大学図書刊行会，1996年），pp．352～357。ちなみに，中井氏は
　揮祖祁父子が大生の経営に介入し，張審とも対立があったことを指摘している。
32）「留欧武陽学生来書」（『文順』初編），下pp．170～176。
33）無錫はこの頃より資本家・知識人を多数輩出し，軽工業も発展して，やがて「小上海」とよばれるようにな
　る。常州の地位は相対的に低下し，危惧は的中したのである。
34）　中国における近代教育と地方自治との関係については，前掲拙稿「清末江蘇の教育界と地域エリート」を参
　照のこと。
35）　「泰州牧張報告撤鞘総理字様電」，および「致両江学務処沈観察桐書」（r文腰』初編），下pp．30～33。引用
　は前者より。ちなみに凌文淵は，のち江蘇諮議局議員に選出されている（「江蘇諮議局議員題名録』江蘇諮議
　局）。
36）　前掲「致両江学務処沈観察桐書」，下pp．32～33。
37）「董増録等報告権董謳控書」，および「致両江学務処書」（『文腰』初編），pp．23～25。
38）「鎮属評議員徐君高年金壇学界衝突情形説帖」，「復蘇省学務処書」，（『文腰』初編），pp．188～190，191～
　195。
39）
40）
41）
42）
43）
「致金壇県胡大令調査学務書」（『文憤』初編），下pp．190～191。
「復蘇省学務処書」，および「調査員衰孝廉希濤報告金壇学務情形書」（『文憤』初編），下pp．191～201。
「摘録両江学務処詳文」（「文憤』初編），下p．204。
「復泰州学会書」（『文順』初編），下pp．　42～43。
高郵，金壇とものちに総会へ学会の再建を報告しているが，1908年の時点で音信が途絶えている（「各庁州
県教育会已未成立及有無報告一覧表」，『文憤』三編，下pp．107～108）。
（たかだ・ゆきお　文学部助教授）
